
① 電子納付の対象となる労働保険料

　平成16年1月より、労働保険料を納付する際に電子納付サービスがご利用いただけるよう
になりました。
　従来、労働保険料の納付は、金融機関および郵便局の窓口に出向いて納める必要がありまし
た。しかし、電子納付サービスを利用すると、これまでの窓口での納付に加えて、自宅や会社
から労働保険料を納めることが可能になります。
　電子納付サービスでは、各金融機関と厚生労働省をマルチペイメントネットワークシステム
（ＭＰＮ）を介して接続し、インターネットバンキングやＡＴＭからの労働保険料の納付がで
きるようになります。
　ただし、これまでどおり金融機関および郵便局の窓口で納付することもできますので、電子
納付サービスをご利用にならない場合は、最寄りの窓口をご利用ください。

期別納付書による概算保
険料

毎年10月末、1月末、3月末を納期として事業主あてに送付さ
れる納付書に印字されている納付番号などを用いて電子納付を
行うことができます。

督促状による労働保険料
督促状と同時に事業主あてに発行された納付書に印字されてい
る納付番号などを用いて電子納付を行うことができます。

申告書・年度更新申告書
による概算・確定保険料

「概算・増加概算・確定保険料申告書」、「年度更新申告書」
の申請を電子申請した場合に電子納付を行うことができます。

※追徴金及び延滞金については、今までどおり各金融機関および郵便局の窓口で納めてください。

労働保険料納付書に新項目が追加。ペイジーマークが電子納付ＯＫの目印です。■

2.収納機関番号
日本マルチペイメントネットワーク運
営機構が定める電子納付のシンボ
ルマーク。電子納付が可能である書
類であることを示します。

1.Pay-easy（ペイジー）マーク
収納機関が国庫であるこ
とを示す番号です。

3.納付番号
納付案件を特定する番号です。この
16桁の番号で、あなたの納付内容
を特定し、情報照会および納付手続
きを行います。

納付番号とこの確認番号の
組み合わせにより、納付の
間違いを防止するとともに、
セキュリティーを確保します。

4.確認番号

○○○○ ×××××××××××××××× △△△△ 



② 電子納付の方法

ア．インターネットバンキング

督促状による労働保険料 指定納期＋3ヶ月

　「概算・増加概算・確定保険料申告書」、「年度更新申告書」の電子申請と同時に行う
場合は、電子申請を行った際にサーバから納付番号と確認番号が通知されますので、その
画面で「引き続き電子納付を行う」をクリックすることで、インターネットバンキングを
利用して行います。

　電子納付単独で行う場合は、ＭＰＮに対応している金融機関のホームページからイン
ターネットバンキングを利用して行っていただくことになります。

イ．ＡＴＭの利用

期別納付書による概算保険料 法定納期＋3ヶ月

電子納付可能期間

申請日＋3ヶ月

※　ＭＰＮに対応したＡＴＭを設置しているかどうかは、各金融機関にお問合せください。
　　（平成20年4月1日現在、みずほ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、埼玉りそな銀行、
　　　ゆうちょ銀行、東和銀行、千葉銀行、京葉銀行に設置されています。）

　電子納付は、ＭＰＮに対応したインターネットバンキング（携帯電話のモバイルバンキ
ングを含む）で行うことができます。なお、電子納付にはＭＰＮに対応している金融機関
のインターネットバンキングの口座を持っていることが必要となります。

①　電子申請と同時に電子納付を行う場合

②　電子納付単独で行う場合

法定納期が平成21年10月31日の場合　⇒　平成22年1月31日が電子納付可能期限

電子納付可能期間の3ヶ月とは、申請日などの月に3を加えた日の申請日に一番近い実在日を表してお
ります。

●例1 ・・・申告書申請日が平成21年2月10日の場合　⇒　平成21年5月10日が電子納付可能期限

　ＡＴＭを利用する場合、金融機関と利用するＡＴＭがＭＰＮに対応している必要があり
ます。（ＭＰＮが利用可能なＡＴＭにはペイジーマークが付いています。）。なお、ＡＴ
Ｍだけの利用であれば、インターネットバンキングの口座は必要ありません。
　ＡＴＭによる電子納付は、期別納付書等に記載されている納付番号、確認番号、収納機
関番号により行うか、申告書を電子申請した際にサーバから通知される納付番号、確認番
号、収納機関番号を控えて行うことができます。

③ 電子納付が可能な期間

申告書・年度更新申告書による概算・確定保険料
　※申告書を電子申請した場合に限ります。

納付書発行方法

Pay-easy（ペイジー）についての詳しい内容は　http://pay-easy.jp　をご覧ください。

・金融機関で電子納付がご利用いただけるかどうかは、納付の際にご利用の金融機関にお問合せください。

●例2 ・・・


